
一般会計・特別会計の決算状況
会 計 歳　入 歳　出 差　引　額
一 般 会 計 299 億 5,075 万円 291 億 4,588 万円 8 億 487 万円 

特
　
別
　
会
　
計

国民健康保険事業 91 億 277 万円 88 億 4,049 万円 ２億 6,228 万円
下水道事業 18 億 9,105 万円 18 億 5,058 万円 4,047 万円
駐車場事業 7,958 万円 7,745 万円 213 万円
介護保険 57 億 8,216 万円 55 億 8,717 万円 １億 9,499 万円
後期高齢者医療 16 億 4,849 万円 16 億 4,248 万円 601 万円

小　　計 185 億 405 万円 179 億 9,817 万円 ５億 588 万円
合        　　 計 484 億 5,480 万円 471 億 4,405 万円 13 億 1,075 万円

市が行う仕事は、皆さんが納めた税金をはじめ、国や都の補助金、国
・都などからの借入金などを基に行われています。平成 26 年度の決算
の状況は、行政運営の基本的な事業を行うための「一般会計」と国民健
康保険などの特別な事業を行うための「特別会計」を合わせた歳入（収

平 成 26 年 度の 主 要 事 業の 執 行 状 況

37 万 6,637 円

目的別歳出を　　　　　　　　　　 に置き換えると市民１人当たりの経費

市民１人当たり

市民１人当たり

市民１人当たり

市民１人当たり

市民１人当たり

市民１人当たり

21 万 3,947 円

民生費：159.1 億円 公債費：21.2 億円

土木費：13.5 億円

その他：20.7 億円

■保育園の運営
市民１人当たり 38,750 円
■学童クラブの運営
市民１人当たり 2,088 円
■児童センターの運営
市民１人当たり 1,224 円

4 万 605 円
■小学校の運営
市民１人当たり1 万 3,867 円
■中学校の運営
市民１人当たり1 万 516 円
■図書館の運営
市民１人当たり3,513 円

２万 2,745 円
■ごみの処理
市民１人当たり 1 万 4,495 円
■予防接種
市民１人当たり 1,984 円

１万 8,090 円
■道路整備
市民１人当たり 2,931 円
■公園管理
市民１人当たり 4,575 円

2 万 8,537 円
市が借りた市債の返済のために

２万 7,847 円
■消防費
市民１人当たり 1 万 3,825 円
■議会の運営
市民１人当たり 3,600 円

教育費：30.2 億円

４万 112 円
■コミュニティバスの運営
市民１人当たり 247 円

市民１人当たり

総務費：29.9 億円

衛生費：16.9 億円

平成 26 年度一般会計決算の状況をお知らせします ①市民１人当たりの納税額と支出額
市財政の基本的収入である市税は、固定資産税や個人市民税の増

加などにより、昨年度より約 0.8 億円増収の 91.9 億円となりました。
市民１人当たりの納めた額は 12 万 3,489 円で、使われたお金は

39 万 1,883 円のため、支出した額全体の 31.5％ということになります。
多摩 26 市平均では、市民１人当たりの納めた額が 17 万 1,021 円

で、使われた額は 36 万 1,020 円のため、支出した額全体に対して税

収 入・ 支 出 の 説 明

収の占める割合
が 47.4％となっ
ています。清瀬
市は他市に比べ
税収が少ない状
況にあり、地方
交付税や国・都
からの補助金な
どで支出を賄っ
ています。
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39万 1,883 円

12 万 2,688 円12 万 3,489 円
16 万 9,316 円17 万 1,021 円

36 万 1,020 円

使われ
たお金
使われ
たお金

②一般会計の借金は 193 億 4,594 万円
道路の整備、学校の大規模改造などには多額の経費が必要なため、

国や都などから市債として借り入れをしています。平成 26 年度は二中
北校舎大規模改造や三小北校舎大規模改造、臨時財政対策債などの
ために、総額で 20 億 6,200 万円の市債を発行しました。

平成 26 年度末の市債の残高は下図のとおり193.5 億円で、全体で
は市民 1 人当たり26 万 117 円となっています。また、市の貯金であ
る基金は、積立額が取り崩し額を 3 億 553 万円上回り、残高は 32 億
9,294 万円となりましたが、市民１人当たりでは４万 4,275 円で、26
市平均の６万 8,231 円と比べると低い水準になっています。

公共施設の整
備や国からの補
助金の減額など
不測の事態に対
応するため、今
後も積極的に基
金への積み立て
を行う必要があ
ります。

①～③は、右記をご覧ください。
※５つのまちづくりの基本目標ごとに主要事業を解説しています。
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③義務的経費は増
計画に基づいた行財政改革を着実に推進するなど、効率的な行政

運営に努めています。しかしながら、高齢化の進展などに伴う扶助
費の増加により、義務的経費（支出が義務付けられているお金で人
件費、扶助費、公債費を合わせたもの）は近年増加傾向にあります。

義務的経費は、平成 25 年度と比較すると、私立保育園運営費や
障害者自立支援
給付事業費など
の扶助費が増加
したことにより、
約 7 億円増額し
ました。この義
務的経費の増加
が、市の財政課
題となっていま
す。
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（年度）

（億円）
各種基金残高（左目盛り）

29.929.9 32.932.915.615.6 18.118.1 16.516.5 22.422.4

市債借入残高（右目盛り） （億円）

170

175

180

185

190

195

200

基金と市債の残高の推移

191.6191.6

191.4191.4

193.5193.5 193.5193.5193.7193.7202.2202.2

収入（＝歳入） 支出（＝性質別歳出）

家庭の家計簿性質別歳出を　　　　　　　に置き換えると

平成 26年度

6万 1,664 円

13 万 1,457 円

2万 8,537 円

4万 703 円
3万 7,550 円
4万 3,815 円

756 円

39 万 1,883 円

1万 822 円

平成 25 年度

6万 1,542 円

12 万 2,051 円

2万 8,957 円

3万 8,891 円
3万 6,323 円

4万 1,373 円
594 円

36 万 6,285 円

1万 352 円

）

①

③
日常経費
医療費・保育費

ローンの返済

日用品・光熱費

自治会費
子どもへの仕送り（
雑費

来月（年）への繰り越し

合計

（人件費）

（扶助費）

（公債費）

（物件費）

1 万 3,224 円 1万 5,598 円貯金（積立金）

3 万 4,177 円 2万 956 円家の増改築費（普通建設事業費）

（補助費など）

（維持補修費など）

特別会計
への繰出金

）

平成 26年度

34 万 1,268 円

21 万 7,779 円

4,482 円

6,506 円

1万 2,390 円

2万 7,725 円

1万 334 円

40 万 2,705 円

①

給与

家賃収入

雑収入

貯金の引き出し

（

（

）

ローン

前月（年）からの繰り越し

合計

・基本給

・諸手当
国・都支出金
地方交付税など

（市税）

（基本給 + 諸手当）

（繰入金）

（市債）

（繰越金）

（使用料、手数料）
諸収入、財産収入、
寄付金

12万 3,489 円

平成 25 年度

32 万 2,954 円

12 万 2,688 円

20 万 266 円

4,291 円

3,473 円

1万 645 円

2万 2,358 円

1万 2,916 円

37 万 6,637 円

②

広

告

欄

27・10・15 27・10・15 ４５

歳　入

★一般会計とは

★特別会計とは

歳　出

一般会計の内訳

福祉、教育、道路整備などの基本的な行政サービ
スを行うための会計のことです。

特定の目的のための会計で、保険料などの収入は、
その目的のための支出にしか充てることができませ
ん。清瀬市には五つの特別会計があります。

市民１人当たりの額は、市の決算額を人口（7万 4,374 人、平成 27 年 1月 1日現在）
で割って算出しています。

市民１人当たりの額は、市の決算額を人口（7万4,374人、
平成 27 年 1月 1日現在）で割って算出しています。

決算額は

市民１人当たり 市民１人当たり

決算額は299 億 5,075 万円
40 万 2,705 円 39 万 1,883 円

291 億 4,588 万円

その他
20.7 億円
7.1％

その他
20.7 億円
7.1％

民生費
159.1 億円
54.6％

民生費
159.1 億円
54.6％総務費

29.9 億円
10.2％

総務費
29.9 億円
10.2％

教育費
30.2 億円
10.4％

教育費
30.2 億円
10.4％

公債費
21.2 億円
7.3％

公債費
21.2 億円
7.3％

衛生費
16.9 億円
      5.8％

衛生費
16.9 億円
      5.8％

目的別歳出状況

土木費
13.5 億円
  4.6％

土木費
13.5 億円
  4.6％

性質別歳出状況

扶助費
97.8 億円
33.5％

扶助費
97.8 億円
33.5％

人件費
45.9 億円
15.7％

人件費
45.9 億円
15.7％

繰出金
32.6 億円
11.2％

繰出金
32.6 億円
11.2％

物件費
30.3 億円
10.4％

物件費
30.3 億円
10.4％

補助費など
27.9 億円
9.6％

補助費など
27.9 億円
9.6％

公債費
21.2 億円
7.3％

公債費
21.2 億円
7.3％

普通建設事業費
25.4 億円
8.7％

その他
10.4 億円
3.6％

その他
10.4 億円
3.6％

福祉などに
かかる費用

市役所の運営など

教育活動に
かかる費用

市の借金
返済にか
かる費用

道路や公園の
整備などにか
かる費用

健康、環境保全、清掃
などにかかる費用

福祉などの手当・給付
にかかる費用

職員の給与、社会
保険料など

一般会計から特別会計
に繰り出されるお金

物品の購入、
光熱水費、
委託料など

市民団体への
補助費用など

市債（借金）の
返済にかかる
費用

普通建設事業費
25.4 億円
8.7％

公共施設の工事
などにかかる費用

その他
20.7 億円
7.1％

その他
20.7 億円
7.1％

民生費
159.1 億円
54.6％

民生費
159.1 億円
54.6％総務費

29.9 億円
10.2％

総務費
29.9 億円
10.2％

教育費
30.2 億円
10.4％

教育費
30.2 億円
10.4％

公債費
21.2 億円
7.3％

公債費
21.2 億円
7.3％

衛生費
16.9 億円
      5.8％

衛生費
16.9 億円
      5.8％

目的別歳出状況

土木費
13.5 億円
  4.6％

土木費
13.5 億円
  4.6％

性質別歳出状況

扶助費
97.8 億円
33.5％

扶助費
97.8 億円
33.5％

人件費
45.9 億円
15.7％

人件費
45.9 億円
15.7％

繰出金
32.6 億円
11.2％

繰出金
32.6 億円
11.2％

物件費
30.3 億円
10.4％

物件費
30.3 億円
10.4％

補助費など
27.9 億円
9.6％

補助費など
27.9 億円
9.6％

公債費
21.2 億円
7.3％

公債費
21.2 億円
7.3％

普通建設事業費
25.4 億円
8.7％

その他
10.4 億円
3.6％

その他
10.4 億円
3.6％

福祉などに
かかる費用

市役所の運営など

教育活動に
かかる費用

市の借金
返済にか
かる費用

道路や公園の
整備などにか
かる費用

健康、環境保全、清掃
などにかかる費用

福祉などの手当・給付
にかかる費用

職員の給与、社会
保険料など

一般会計から特別会計
に繰り出されるお金

物品の購入、
光熱水費、
委託料など

市民団体への
補助費用など

市債（借金）の
返済にかかる
費用

普通建設事業費
25.4 億円
8.7％

公共施設の工事
などにかかる費用

市税
91.9 億円
30.7％

国庫支出金
57.3 億円
19.1％都支出金

48.0 億円
16.0％

地方交付税
40.3 億円
13.5％

市債
20.6 億円
6.9％

その他
41.4 億円
13.8％

市民税・
固定資産税など

国からの補助金など

都からの補助金など

地域格差をなくすため
国が交付するお金

国・都など
から借りた
お金

使用料・手数料など

やさしい市役所の実現にむけて
市民課にフロアマネジャーを設置
※窓口案内や申請書の記載補助などのサービスを提供するフロアマ
ネジャーを設置。
ダイヤルインの導入
※市役所に電話をかけた際、直接各課へ電話がつながるダイヤルインを導入。

「人間性」を尊重し人をはぐくむまち
私立認可保育園施設整備補助
※私立認可保育園の 2 園新設（分園含む）、2 園増改築
の施設整備を補助。

４億 5,472
万円

下宿児童館の再整備を実施
※再整備を実施し、運営時間延長。児童及び中高生など
の活動プログラムを計画。

104 万円

教育基金を新設
※児童生徒の学力向上や教育環境の充実のため、教育基
金を新設。

1,000 万円

学級経営診断を実施
※市内全中学校を対象に、いじめの早期発見につながる
学級経営診断を実施。

52 万円

全小中学校で放課後補習授業を実施
※市内全小・中学校の小学 6 年生、中学 3 年生を対象
に放課後補習授業を実施。

1,851 万円

赤ちゃんのチカラプロジェクトを実施
※命を大切にする心を育む「命の教育」を市内全小・中
学校で推進。

99 万円

安全で安心な潤いのあるまち
防犯灯約 1 千基の LED 化（4 年計画の 1 年目。合計約 4 千基）
※消費電力の削減を目指し、既存の防犯灯約 1 千基を LED 化。 3,263 万円

地域密着型サービス施設整備助成
※定員 18 人の認知症高齢者グループホーム 2 か所の施設整備を
助成。

1 億 1,994
万円

救急情報シートを配布
※高齢者や障害者などの要援護者に救急情報シートを配布。 198 万円

美しくウオーキング事業を実施及びウオーキングマップの作成
※生活習慣病予防のため、ウオーキングの大切さについての普及
啓発。

396 万円

無料クーポンによる乳がん、子宮頸
け い

がん、大腸がん
検診を実施
※乳がん、子宮頸がん、大腸がんの無料クーポンを対象者に配布。

1,761 万円

清瀬駅及び秋津駅周辺に特定分煙強化地区を設定
※歩行者が多く、受動喫煙しやすい道路などを「特定分煙強化区
域」に指定。

192 万円

備蓄食糧の購入
※災害時の避難者及び帰宅困難者用の食糧を購入（5 年計画の 3
年目）。

1,046 万円

三小北校舎、清明小トイレ、二中北校舎の大規模改
造工事
※老朽化した校舎やトイレを大規模改造。

6 億 2,646
万円

小中学校体育館の非構造部材耐震化工事（小学校 4
校、中学校 3 校）
※小中学校体育館の天井照明やバスケットゴールなどの補強。

1 億 5,897
万円

活気あふれる交流の広がるまち
都市農業経営パワーアップ事業を実施
※農業者団体に対して、パイプハウスなど施設
整備費の一部を補助。

4,714 万円

被災農業者を支援
※降雪被害に伴うパイプハウスや鉄骨ハウスな
どの修繕、再建などを助成。

1,323 万円

きよせニンニンスタンプ事業を拡充し
て実施
※抽選により商品券が当たるスタンプラリーを
前年度よりも拡充して実施。

785 万円

下宿第三運動公園テニスコート６面の全
面芝生化
※テニスコート全６面を芝生化。また、新たに
トイレ２基及び手洗い場を設置。

4,498 万円

豊かな自然環境と住環境が調和するまち
花のある公園用地購入
※花のある公園設置のための用地を購入。 4,999 万円

学校施設の緑化を推進
※芝山小学校の運動場を芝生化。 6,021 万円

市道 0115 号線（六小前）の歩道用地購入
※歩道拡幅整備をして周辺住民の安全を確保す
るため、歩道用地を購入。

1 億 3,882
万円

雨水幹線の整備工事（下水道事業特別会計）
※豪雨による浸水を解消するため雨水幹線を整
備（4 年計画の 2 年目）。

6 億 3,248
万円

入）の決算額が、484 億 5,480 万円、歳出（支出） の決算額が、471 億
4,405 万円 となりました。今回は、平成 26 年度の一般会計でどのくら
い収入があり、どのようなことに使われたのかお知らせします。

　　　　　問合せ　財政課財政係☎ 497・1810

歳出（支出）の見方として、使う目的ごとに分類し
た「目的別分類」と、経済的な性質ごとに分類した「性
質別分類」の二つがあります。 

目的別分類は、どのような行政分野にいくら使った
かを知ることができます。性質別分類は、市の財政
運営や健全性、市の施策を知ることができます。

目的別分類と性質別分類とは


